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１．はじめに 
(1)研究目的とPDSの概要 

筆者らは従来のRPの交通削減効果を保持しつつ，
市民や事業者の受容性を高める新しいロードプライシ

ング・スキームとして“駐車デポジットシステム （以
下，PDSと称す）”を提案している． 

PDSは，筆者らの既往論文 1)に示した通り，従来の

RP のように課金エリアに侵入する全車両を課金対象
とするのではなく，駐車場に駐車した後，買い物・飲

食等で課金エリア内の地域経済活動に貢献したドライ

バーには課金額の一部，又は全額を返金する点が特徴

である．これによって，路上駐車や通過交通が効率的

に排除でき，一方で都心来訪者へのコスト負担が軽減

されるため，受容性の改善が期待できる．PDSの交通
削減効果 2)や受容性改善効果 1)については，既往の研

究論文が示す通りである． 
筆者らは，過去に名古屋都心地区の来訪者や名古屋

市郊外居住者を対象に PDS の受容性に関するアンケ
ート調査を実施し，共分散構造モデルによって賛否意

識構造を解明する 1)とともに，住民投票を行った場合

の賛成率の予測 3)等を行ってきた．この結果， 既往
RPと比べPDSの受容性は高いことが示された． 
一方，アンケート調査にはその構造的質問形式に起

因する露見性が指摘 4)されており，アンケートの結果

のみで市民の PDS の評価特性を把握ことはある意味
危険であるし，また今後 PDS の実現に向け合意形成
手続き等を行う場合，アンケートでは把握できない

様々な相互作用や意思決定に係る事象が発生すること

が予想される． 
そこで，本研究では，このような合意形成過程の現

場で発生するであろう市民間の相互作用，及び賛否者

各々が注目している評価視点とその影響度合い等を実

証的に把握し，今後の PDS 実現戦略の基礎的知見を
得ることを目的とする．そのため，本研究では露見性

がなく，かつ合意形成の現場に近い形である「フォー

カスグループインタビュー（以下，FGI と称す）」で
の発話データを用いる． 

(2)道路課金政策等受容性に関する既往研究 

RPの合意形成に関する既往研究として，Jones5)は，

ⅰ)交通需要抑制のために RP が必要であること，
ⅱ)RPの代替手段は非効率であること，ⅲ)RPは実用
的で効率的であること，を市民に明示することが重要

だと指摘している．また，藤井 6)は，RPの説明フレー
ムの重要性を指摘している．  
一方，RP に限らず，社会資本整備に対する賛否態
度について，青木ら 7）は，近年の“合意形成コストの

増大”を踏まえ，賛否形成メカニズムを解明する研究

を行っている．この研究では，公共事業の自己関連性

と情報提供等手続き的公正の関係を解明しているが，

シナリオ実験であるが故の課題も指摘している．また，

羽鳥ら 8)はある公共事業の検討委員会議事録に対する

プロトコル分析を行い，公共事業における反対派の発

言特性や討論過程の視覚化を行っている．この研究に

よれば，反対派は地域における経験的事実や個人的・

心理的な意見で主張することや発言者の言葉の定義の

相違から発生する誤解が合意形成の阻害要因となって

いることを指摘している．さらに，田村ら 9）は，都市

交通プラン策定について十分な説明がなされるワーク

ショップの開催効果を地区・個人属性別に定量的に分

析している．同様にワークショップをテーマとした研

究に，丸石ら 10）があり，彼らは，ワークショップの

討議内容の数値化と視覚化をテキストマイニングと

SOM（自己組織化マップ）によって試みている． 
このように，RP 研究では合意形成手法の知見に関
するものが中心となっているが，何れもアンケートに

よる評価が中心である．一方，社会資本整備に関する

合意形成研究については，その賛否要因の解明だけで

なく，近年は討議内容の視覚化や定量化等を試みるこ

とで，コンフリクトの解明や議論の集約化等の手法構

築を目指す研究も多い．これらの知見を踏まえ，本研

究では PDS に対する賛否要因と賛否意思の形成過程
をFGIの発話データによって解明することを試みる． 
 
２．フォーカスグループインタビュー調査の実施概要 

FGI調査では，政策情報の開示レベルを３段階設定
し，政策情報量が賛否意思決定に及ぼす影響の分析を

行った．政策情報量の影響については，既往研究 11）

を参考にされたい． 
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(1)FGI調査の計画 

a) 収集すべきデータ群と収集方法 

 FGIの進行にあわせて，ファシリテーターが提供す
るPDS政策情報量を順次STEP1から3に引き上げて
いき（表-1），その過程で参与者の発言内容や賛否認知
がどのように変化していくかを把握した．賛否認知は，

各 STEPの説明終了後の質問紙で把握する． 

b) 制御すべき政策情報群の選定 

 今回は極限られた参与者数での検証となるため，制

御すべき情報群を多く設定することは不可能である．

そこで，制御情報群として，「わかりやすい効果説明」，

及び「課金収入の使途」を設定し，当該情報の開示/
非開示によって，賛否認知がどのように変わるかをみ

ることとした．特に効果情報の開示の重要性について

は，Jones ら 3)が指摘する“代替施策と比較すること

の重要性”を検証することとした．なお，名古屋都心

におけるPDSの導入効果については，金森ら 2)が行っ

た試算結果を用い，他の代替施策との比較については

LondonやWashingtonで行った RPとその他 TDM
施策の試算効果の比較結果 12)を類似例として提示し

た． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c) 参与者の募集方法と募集結果 
 参与者は，PDS 導入想定地区である名古屋都心部
（4.5km2）に下記の目的と頻度で来訪する一般市民

（課金エリア対象外に居住）を対象とし，募集は求人

広告誌で行った．またFGIでは属性を類似させるため，

特に車利用の多い 30-50代の男女を中心に募集した． 
その結果，男女あわせて 31名（男性 19名，女性 12
名）の参与者が召集できた．年齢構成も 30代 16名，
40代 10名，50代 4名，20代後半が 1名となった．
参与者は，同性・同移動目的でグルーピングし，表 3
に示す7グループとし，概ね1 ｸﾞﾙｰﾌﾟ4～5名とした． 
 
 
 
 
 
(2)ステップ別賛否 

 政策情報量が多くな

るにつれ，参与者の賛

成率は増加する傾向が

示された（図-1）．政策
情報量と賛否意識の関

係については，既往研

究 11）を参照されたい． 
 
３．発話データのマッピングによる賛否特性の把握 
 参与者の賛否意識と発話データの関係性，及び各ス

テップの賛否意識の変遷傾向を自己組織化マップ（以

下，SOMと称す）によって分析する． 

(1)SOMの概要 

 SOM はニューラルネットワークの一種で，

Kohonenによって発案された．以下のように定式化さ
れており，高次元データの視覚化 13）を図る手法とし

て最近多く用いられている． 
 
  mi(t+1) = mi(t) + hci(t){x(t) - mi(t)} 

t ： 0,1,2,3,・・・   離散時間座標 
x(t)： ある時刻ｔでの入力ベクトル ｎ次元 
mi(t)： 出力層（競合層）の参照ベクトル 
hci(t)： ある時刻ｔでの学習率係数を含めた近傍関数 
 

 Basic SOMでは，学習後のマップに偏りが生じる問
題があるため，本研究ではマップ上の上下左右が結合

したTorus SOMを用いることとする．なお，SOMの
詳細については，既往文献を参考にされたい． 

(2)SOMによる発話データ分析 

①発話データのコーディング 
 まず最初に，FGIの録画データを用いてトランスク
リプトを作成した．次いで，トランスクリプトの内容

を吟味し，発話内容を文節毎の命題単位に整理した．

例えば，“名古屋は公共交通が不便だが，車は便利”と

の発言であれば，“名古屋は公共交通が不便”，“名古屋

は車が便利”といった 2命題となる．このような作業
を行うと，トランスクリプトが 517の命題文に整理さ
れ，さらにこれらは 197種類の命題であった． 

〔参与者の募集要件〕 

・都心部に車で通勤する従業者 

・業務活動で都心部を車で通過する従業者 

・自由目的で月2～3回以上，車で都心部に来訪する市民 

表-1 FGIにおけるPDS政策情報の提供手順 

◆STEP1（不完全情報ﾚﾍﾞﾙ） 

 ・渋滞，路上駐車，環境対策のために車を減らす必要があ

るためPDSが必要と説明（これに係る統計的ﾃﾞｰﾀは提
示しない）． 
・PDSの実施方法として，課金ｴﾘｱ，課金・返金額，課金
対象外となる車両の説明（物流，ﾀｸｼｰ，ﾊﾞｽ，身障者車

両），課金返金はETCを活用して実施することを説明． 

◆STEP2（一部不完全情報ﾚﾍﾞﾙ） 

・先のPDSの必要性について渋滞，交通事故，温暖化問
題に係る具体的な統計データを用いて説明． 
・海外のRPの効果事例と問題点（都心空洞化，迂回路渋
滞）を紹介 
・PDSの実施方法を説明（同：STEP1） 
・ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝによる名古屋都心部の交通とCO2の削減効果
を提示 

◆STEP3（完全情報ﾚﾍﾞﾙ） 

 討論の流れを踏まえ，討論途中に以下の情報を追加提示． 
 ・RPと他TDMの自動車削減効果の比較事例（London，

Washington） 
 ・課金収入使途の考え方（海外事例により公共交通活性化，

環状道路整備，中心市街地活性化対策としての活用事

例）を紹介 
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表-2 主な発話命題文 

分 類 命 題 文 例 
交通環境の一般認識 自動車交通は減らすべき，名古屋は公共交通が不

便，名古屋はクルマが便利 等 28種 
交通政策に関する意見 公共交通の運賃を下げるべき，路上駐車を取り締

まるべき，施策ﾊ゚ ｯｹー ｼ゙ にすべき 等 24種 
PDSの総括評価 環境のためにPDSは必要，市民は反対する，まず

はやってみるべき 等 35種 
PDSの運用について エコカーへの減免，課金エリアを狭くすべき，業

務交通を減免すべき 等 10種 
課金・返金について 買い物のみ返金は不公平，返金額を増やすべき，

返金は必要ない 等 14種 
効果・影響について 迂回交通の悪弊がある，中心市街地が空洞化する，

定量的効果分析は印象的，社会実験結果は参考に

なる 等 36種 
自分の行動について PDSなら公共交通でいく，PDSなら迂回する，

PDSなら都心に行かない 等 26種 
課金収入について 使途を明確にすべき，環状道路整備に使うべき，

公共交通活性化に使うべき 等 8種 
課金システムについて ETCの設置は困難，等 8種 
今後の取組方について PDSの普及啓発が必要，住民対話が必要等 8種 

②SOMによる発話特性の分類 
ⅰ）賛否特性の概要把握 

 全参与者の 197次元の発話頻度データを用いて，解
析を行った結果を図-2 に示す．マップ上のコードは，
各参与者を示しており，A～G はグループ名，次の数
字は個人 ID，最後のY/Nは最終的に賛成（Y）であっ
たか反対（N）であったかを示している． 
 この結果，賛成者と反対者の位置が左右に明確に分

かれており，かつ中央に黒い部分（深い谷）があるこ

とから，全討論を通じて，賛否者の間で明確な発話内

容の相違があることがわかる． 

  
また，参与者の意見や認識が近い場合は，マップ上

でも近い場所に表示されることとなる．例えば B6N
とB4Nに着目すると，同じBグループに属し，とも
に“環境問題への意識から自動車抑制は必要と考えて

いるが，PDSの返金が買い物に限定されていることに
不満をもち反対”を表明した参与者である．そのため，

マップ上の位置も反対でありながら，比較的賛成派に

近い位置にあることがわかる． 

 このような視点で，トランスクリプトと参与者のマ

ップ上の位置に着目すると概ね以下のような特性が考

察できる． 
・C1N，E1N，E3N，G4N が一つの塊となり，黒い
部分に仕切られている．これらの参与者の発話特性

は，「環境問題をあまり重視せず，現在の生活様式を

重視する発言が多かったこと，そして名古屋は自動

車社会であるが故，PDSの導入を非現実的と否定」
した趣旨の発言が多かったことが共通していた． 
・B3Nは，比較的賛成層に近い場所に位置しており，
環境意識は高いが，自身の止むを得ない理由から自

動車利用を控えることができず，他の代替施策の導

入を求めていた．さらに，公共交通への転換意向は

全く無く，自身の交通行動を返金対象とするべきこ

とを主張していた． 
・A2NとF1Nは，環境問題への意識がある旨の発言
をしているが，PDSには極めて懐疑的な見解を示し
ていた．そのため，効果提示についても“費用対効

果やライフサイクルコストまでみて評価するべき”

等細部にわたる突っ込んだ意見で PDS を否定して
いた． 
・D2N，D5N，D6N ，G2N は，何れも男性で，普
段，業務で自動車を利用している参与者であったた

め，業務上の通過交通への課金，又は返金がないこ

とを理由に反対していた．また，このグループの近

くに女性の F4N が位置しているが，彼女は自身の
交通行動が全額返金となることを強く求める発言が

多かった． 
・賛成層で特徴的なのは E2Yである．E2Yは環境問
題意識も高く，自動車利用を抑制すべき点を主張し

ていたが，同グループのE1NとE3Nの強烈な反対
姿勢を踏まえ，反対者とファシリテーターの仲介的

な発言が多くなり，時に PDS の意図説明や手順に
ついて，ファシリテーターを批判することもあった．

このような中立的な発言内容がマップ上にも明確に

表れている． 
 以上のように，SOM を用いた意見分析により，参

与者の賛否特性だけでなく，主張の特性についても概

観できることが示された． 

ⅱ）STEP毎の討議経緯の把握 

図-3では，E～Gの 3グループを取り出し，STEP
毎のマップを示した． 
コードのなかで（N）/（Y）は当初は反対であった
が，後に賛成に転じた参与者（以下，浮動層と称す）

の各 STEP時の賛否を示したものである．末尾の 1～
3の数字は STEP番号を表している．この SOM分析
よって，以下の討議特性が指摘できる． 
・STEP1 では中央部に賛成/浮動層，一部反対層が漫
然と集まっているが，討議を重ねる毎に賛成層が凝

集していく様子がわかる．ここでは異なるグループ

図-2 全参与者の発話マップ 



を一つのマップ上に記載しているため，“討議を重ね

ることで，グループの枠組みに関係なく，賛成者間

に同じ価値基準が創生されたこと”を意味している

と考えられる． 
・一方，反対層は当初より遠い場所に位置し，最後ま

で賛成層との距離が縮まることはない．これより，

反対層の中には，討議の初期段階から，明確な反対

意思を示しており，討議を重ねても合意に至らない

であろうことが，SOM 分析によって予想できるこ

とが示唆されたといえる． 
・同様に，浮動層については，当初は反対意思を表示

しながらも，賛成層と比較的近い場所に位置してい

る．この点から，浮動層は基本的に賛成層と近い価

値観や意見をもっており，政策情報量の増加によっ

て賛否意向が変化する特性があると考えられる． 
 以上のように，SOM により，各 STEP（各討議段

階や政策情報量の相違）での討議内容の動向が把握で

きるとともに，反対層や浮動層の今後の動向等を予測

することも可能であることが示唆された． 

 
４．発話内容と賛否態度の関係分析 
 ここでは，発話が賛否の心理要因を明確に表してい

るという仮定にもとづき，賛否態度要因の特定化と影

響度合いについて定量的な分析を試みる． 
まず最初に，説明要因となる発話内容の集約化を図

るため，先に示した 197の命題に対し，以下の処理を
施す． 
・197の命題を吟味し，その中で述べられているテー
マを 41種類抽出した（表-1参照）． 
・次いで，各命題が 41 のテーマを強調（又は賛同）
する方向の場合は“+1”，否定（又は反対）する方
向の場合は“－1”のタグ付けを行った． 
このようにして作成された発話タグを，前回同様 41
次元の空間マトリックスで表現した．また，マトリッ

クス内には，強調/否定方向別に発話頻度を入力した．
例えば，自動車抑制を否定する発言を 3回行った場合
は，自動車抑制の欄に“-3”が記入されることとなる．  

表-3 41のテーマ例 

 
 
 
 
 
 
 
①賛否態度分類と発話内容の関係 
ⅰ）主成分分析よる参与者の“主張”の類推 

 上記のタグ付けにより，41種類の発話テーマへの集
約化が図られたが，さらに参与者の主張を要約するた

め，このテーマに対し主成分分析を実施した． 
 主成分分析によって，参与者の主張をどのように判

断するかについて，簡単に述べる．例えば，第 1主成
分で，“自動車抑制”と“環境問題”の相関が高かった

とする．この場合，参与者の主張は自動車抑制と環境

問題の関連性と解釈できる．特に，自動車抑制と環境

問題が異なる符号条件を示す場合には，第1軸は自動
車依存と環境問題の対比軸であると解釈することがで

きる． 
 以上の方法で，タグ付き発話データに対する主成分

分析を実施した結果を表-4に示す．ここでは，累積寄
与率が 80％以上となることを目標とし．表-4 に示す
13指標を抽出した．また，主成分の構成データについ
ては，相関係数が 0.3以上のものを表記した．  
主成分名の“根拠無しのPDS否定”とは，「何とな
く PDS は名古屋にあわない」，「どこかに問題がある
と思うからやめた方がいい」等の根拠不十分の思い込

み的な否定を含んだ発言趣旨である．また，“自分以外

図-3 STEP毎の発話マップの変遷図 
STEP3 

STEP2 

STEP1 

自動車抑制，環境問題，行政への信頼感，公共交通について，国

内外の政策事例と効果，PDSを実現するための技術とインフラ，
課金額，返金額，エリア設定，返金対象交通の範囲，環境問題へ

の効果，渋滞問題への効果，シミュレーションの効果試算結果，

社会実験の効果試算結果，詳細データの開示要求．移動制約感/
被害意識，公平感，課金収入使途，根拠不明な否定発言，今後の



の世論を引用”とは，「きっと，みんなも反対すると思

う」，「事業者が反対すると思うからやめた方がいい」

等の自分以外の他者の意見を想定・引用し，否定する

趣旨を含んだ発言である． 
 この結果は，当日のFGIの討議状況ともあっており，
かつ既往のロードプライシング研究とも合致した主成

分が抽出できたと考えている．最も寄与率が高いのは，

“自動車利用抑制”に対する認識であり，次いで“返

金対象交通”の設定，“根拠無しのPDS否定”，“制約
感/被害意識”の順となっている． 
ここで，PDSの受容性を検討する上で注目すべきは，
“返金対象交通”の設定に対する意見が第2軸として 
 

表-4 41の発話テーマの主成分分析結果 

主成分 主成分名とデータ（相関） 標準偏差 寄与率 累積寄与率 

① 

自動車利用抑制（否定的） 

・自動車利用抑制   （0.724） 

・根拠無しPDS否定 （0.337） 

1.29 0.174 0.174 

② 
返金対象交通 

・返金対象交通    （0.839） 
1.06 0.117 0.291 

③ 

根拠無しのPDS否定 

・根拠無しPDS否定 （0.526） 

・自動車利用抑制  （-0.480） 

0.92 0.090 0.380 

④ 

制約感/被害意識 

・制約感/被害意識  （0.664） 

・渋滞問題認識    （-0.402） 

・エリア設定     （-0.333） 

0.80 0.067 0.448 

⑤ 

自分以外の世論を引用 

・他者の意見を予想（0.613） 

・PDSの技術とｲﾝﾌﾗ  （-0.342） 

0.73 0.056 0.504 

⑥ 

現状の渋滞を否認 

・根拠無しPDS否定（-0.496） 

・渋滞問題認識    （0.404） 

・PDSの技術とｲﾝﾌﾗ  （-0.328） 

0.70 0.052 0.555 

⑦ 

効果分析結果の評価 

・効果分析結果    （0.555） 

・自分の行動       （0.384） 

・制約感/被害意識 （-0.345） 

・結果への突っ込み （0.360） 

0.65 0.044 0.599 

⑧ 

今後の進め方 

・PDSの改善点    （-0.448） 

・今後の取組方    （0.430） 

0.61 0.039 0.638 

⑨ 

中心市街地への影響 

・中心市街地への影響 （-0.379） 

・自分の行動     （-0.358） 

・返金額      （-0.347） 

0.59 0.037 0.675 

⑩ 

PDSの技術的問題 

・PDSの技術とｲﾝﾌﾗ  （-0.528） 

・今後の取組方   （-0.433） 

0.58 0.035 0.710 

⑪ 
行動変化 

・自分の行動     （-0.328） 
0.57 0.034 0.744 

⑫ 

説明内容への納得 

・渋滞問題認識    （0.410） 

・環境問題認識    （0.380） 

・ｴﾘｱ設定          （0.340） 

・効果分析結果     （0.336） 

0.55 0.032 0.775 

⑬ 

公共交通の改善要望 

・自分の行動       （0.437） 

・公共交通について（-0.393） 

・今後の取組み方 （-0.305） 

0.50 0.026 0.801 

上位に位置づけられている点である．これは，今後

PDSの合意形成戦略を考える上で，注目すべき特性と
いえる．また，従来のロードプライシングの受容性研

究で指摘されてきた“課金収入の使途によって受容性

が向上する”との指摘については，この段階の分析で

は明示できていない．この点については，後ほど分析

を加えることとする． 

ⅱ）発話趣旨が賛否態度に及ぼす影響 

 ここでは，参与者の賛否態度の決定要因を，発話か

ら観測される判断基準によって，特定化することを目

的としている．そのため，発話（趣旨）が賛否態度と

どのような関係にあるか定量的に分析する． 
 賛否態度の判別分類は，ロジスティック回帰分析に

より行う．また，説明変数には，先の主成分分析結果

で得られた 13 指標の主成分得点を用いている．ロジ
スティック回帰分析（最尤法）を行った結果，t 値や
符号条件を満足したモデルを表-5に示す． 
 反対方向の要因と考えられる発言内容には，“自動車

利用抑制”に関する否定的見解，“返金対象交通”の設

定に対する不満，“現状の渋滞を否認（名古屋は渋滞し

ていないと認識）”する見解が作用している．一方，賛

成方向の要因には，「ファシリテーターの提示データや

“説明内容への納得”，またはこれを踏まえた発言」に

関する変数が有意であった．一方，移動制約感/被害意
識は負の値（反対要因）となっているもののｔ値は低

い．移動制約感は，反対者だけでなく，賛成者も感じ

るものであり，その旨の発言が双方からなされている

ことから，効果的な判別要因となっていないことが考

えられる．また，今後の進め方については，全ての賛

成者が述べた内容ではないことからｔ値が低くなった

と予想される． 
以上，本分析結果では過去の研究結果 2)と概ね同様

の見解が得られているが，ここで特筆すべきは PDS
という枠組み中では，“返金対象交通の設定”が新たな

賛否論争の争点となることが示された点である． 
 
 
表-5 賛否態度の分類に関するﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ回帰分析結果 

説明変数 ﾊﾟﾗﾒｰﾀ 説明変数 ﾊﾟﾗﾒｰﾀ 
主成分①： 
自動車利用抑制（否定） 

-0.64 
（-3.68） 

主成分⑥： 
今後の進め方 

0.34 
（0.93） 

主成分②： 
返金対象交通（の設定

に対する不満） 

-0.59 
（-2.78） 

主成分⑦： 
説明内容への納得 

0.81 
（2.00） 

主成分③： 
根拠無しのPDS否定 

-0.67 
（-2.71） 

年  収 
0.16 
（1.32） 

主成分④： 
移動制約感/被害意識 

-0.20 
（-0.72） 

定 数 項 
3.57 
（7.17） 

主成分⑤： 
現状の渋滞を否認 

-0.80 
（-2.51） 

尤度比：0.31 
的中率：90.3％ 



②賛否態度別の発話内容分析 
 ここでは，さらに賛成層，反対層，浮動層の発話内

容の特性を具体的に把握するため，3 層別に主成分分
析を実施した（表-6 参照）．この結果より，以下のよ
うな特性が指摘できる． 
・賛成層では，“自動車利用抑制の必要性”や“課金収

入の使途”，“環境問題や渋滞問題への対処”等に関

する趣旨発言が多い． 
・反対層では，“自動車利用抑制（否定的）”，“移動制

約感”，“渋滞問題（否定認識）”，“不公平感”等の趣

旨発言が多い． 
このように，賛成層ではPDSを公共心に基づき評
価しているが，反対層では自身の行動制約や現状の問

題認識不足等に基づき賛否判断がなされていると考

えられる．さらに，アンケート調査でなく，発話分析

によって得られた新たな見解としては， 
・反対層では特に“返金対象交通の設定と返金額”へ

の焦点化が進んでいる． 
・一方，賛成層においては，“課金収入の使途”に関

する発言が有効に作用している．換言すれば，反対

層においては，課金収入使途の議論に至る前に，自

身の交通行動とPDSの関係に焦点化がなされてお
り，課金収入使途が受容性改善として有効に作用す

るまでに至っていない点が指摘できる． 

表-6 賛否層別の主成分分析結果 

賛成層（10 ｻﾝﾌﾟﾙ） 反対層（16 ｻﾝﾌﾟﾙ） 浮動層（5 ｻﾝﾌﾟﾙ） 
主成分 指標 主成分 指標 主成分 指標 

自動車抑制 
2.22 
0.23 
（0.23） 

返金対象 
3.27 
0.28 

(0.28) 

ﾊﾟｯｹｰｼﾞ化

の提案 

2.19 
0.54 

(0.54) 

課金収入の

使途 

1.98 
0.19 

(0.42) 

自動車交通

抑制（否定） 

2.57 
0.18 

(0.46) 

自分と公共

交通の関係 

1.39 
0.21 

(0.75) 

環境問題認

識 

1.92 
0.18 

(0.60) 

制約感/被害
意識 

2.07 
0.11 

(0.57) 
自動車経費 

1.20 
0.16 

(0.91) 

渋滞問題認

識 

1.73 
0.14 

(0.74) 

渋滞問題と

PDSの限界 

1.97 
0.10 

(0.68) 

  

今後の進め方 
1.43 
0.10 

(0.84) 
公平感 

1.72 
0.08 

(0.76) 

  

  
環境問題 

1.41 
0.05 

(0.81) 

  

 
５．まとめ 
 本研究では，PDSの賛否要因を，従来の構造的形式
のアンケート調査でなく，FGIの自由討議のなかの発
話データに基づき分析することで，固定的観念にとら

われない，広範な賛否判断基準の抽出を試みた． 
このデータを用いた SOM解析では，賛成/反対層別

の発話特性の相違を明確に分類することができ，また

浮動層等潜在賛成層の抽出や反対層の動向等を事前に

把握できる可能性があることが示された．次いで賛否

態度の判別に係る定量的分析では，PDSにおいては返
金対象交通の設定が新たな争点になること等 PDS 合
意形成に向けた戦略的知見を得ることができた．さら

に，反対層の反対要因には，移動制約感/被害意識が大
きく作用していることから，今後はモビリティマネジ

メント等当該意識の払拭に係る取り組みを並行して進

めることが極めて重要であることも示された． 
一方で，本研究が依拠した発話に基づく分析（プロ

トコル分析）には，発話内容の信憑性に係る課題も指

摘されているため，その確認方法が極めて重要である

ことを最後に付け加えておきたい．なお，本研究では，

この確認を質問紙を用いて，その都度行った． 
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